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様式第３号（第１３条関係） 

 

会議録 

会議の名称 定例庁議 

開催日時 
令和５年８月１０日（木） 午前 ９時３２分から 

             午前１０時３２分まで 

開催場所 朝霞市役所 別館２階 全員協議会室 

出席者及び 

欠席者の 

職・氏名 

 

【出席者】 

富岡市長、神田副市長、二見教育長、稲葉市長公室長、 

毛利危機管理監、須田総務部長、清水市民環境部長、佐藤福祉部長、 

玄順こども・健康部次長兼保育課長、山崎都市建設部長、 

村沢都市建設部次長兼開発建築課長、紺清会計管理者、 

益田上下水道部長、太田議会事務局長、野口学校教育部長、 

神頭生涯学習部長、堤田監査委員事務局長 

 

（担当課１） 

櫻井政策企画課長、齋藤同課主幹兼課長補佐、福田同課政策企画係長 

 

（担当課２） 

佐藤職員課長、古瀬同課長補佐兼給与厚生係長、金井同課同係主査 

 

（担当課３） 

奥田財産管理課長、中谷同課主幹兼課長補佐、山﨑同課財産管理係長 

 

（事務局） 

櫻井政策企画課長、齋藤同課主幹兼課長補佐、福田同課政策企画係長、 

山本同課同係主任 

 

【欠席者】 

なし 

 

議題 

１ 令和５年度朝霞市行政評価（内部評価）結果報告書（案） 

２ 会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給（案） 

３ 朝霞市公共施設等マネジメント実施計画（第２期）策定方針 

４ 令和５年第３回朝霞市議会定例会提出議案 
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会議資料 

（議題１） 

・【資料１】令和５年度朝霞市行政評価(内部評価)結果報告書(案)(概要) 

・【資料２】令和５年度朝霞市行政評価(内部評価)結果報告書(案) 

 

（議題２） 

・【資料３】会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給について(案) 

 

（議題３） 

・【資料４】朝霞市公共施設等マネジメント実施計画（第２期）策定方針 

      について 

・【資料５】朝霞市公共施設等マネジメント実施計画≪抜粋版≫ 

・【資料６】定期施設点検チェックシート 

・【資料７】施設カルテ 

会議録の 

作成方針 

 □電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

 □電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

 ■要点記録 

 □電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こした場合の

当該電磁的記録の保存期間 

□会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法  出席者の確認及び事務局の決裁 

傍聴者の数 － 

その他の 

必要事項 
なし 
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  審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 

【開会】 

 

 

 

【議題】 

１ 令和５年度朝霞市行政評価（内部評価）結果報告書（案） 

 

【説明】 

（担当課１：福田政策企画課政策企画係長） 

令和５年度朝霞市行政評価（内部評価）結果報告書（案）について、資料１に基づき説

明する。 

報告書の構成としては、Ⅰとして行政評価制度の概要、Ⅱとして令和４年度に実施し

た施策ごとの行政評価の結果、Ⅲとして結果の活用と制度の改善について記載している。 

次に、令和４年度行政評価の結果について説明する。 

「（１）行政評価の概要」について、資料２の５ページに記載しているが、令和３年度

から開始された後期基本計画の中柱にあたる７９の施策全てについて、各所管課で評価

を実施しており、評価の一覧は３１ページ、３２ページに掲載している。 

 評価方法としては、施策ごとに後期計画終了時の目標に対する進捗度及び必要性の２

項目について評価を行っており、各評価は４段階で、数字が大きいものほど進捗が良く、

必要性が高いという評価となる。 

「（２）施策の分析」については、資料２の５ページから７ページまでに掲載しており、

７９全ての施策について傾向分析を行っている。 

「①施策の進捗度」について、７９施策のうち、７３施策が４の「極めて順調」又は３

の「おおむね順調」の評価、６施策が２の「やや遅れている」の評価であるが、これはコ

ロナ禍からの回復で、イベント等を実施できるようになったことに加え、物価高騰等の

対策に関する事業を行ったことなどにより、昨年度と比較し、上向きの評価になってい

る。 

「②施策の必要性」については、７９施策のうち、１３施策が４の「社会的なニーズは

増加傾向にある」、６６施策が３の「社会的なニーズは現状と変わらない」の評価となり、

２や１の評価はなかった。 

「③クロス分析」については、施策の進捗度及び必要性について分析を行い、進捗度

２、必要性４の施策が３施策、進捗度２、必要性３の施策が３施策あったが、先日の政策

調整会議における意見を踏まえ、資料１の２ページ及び資料２の７ページにこれらの施

策の詳細を記載している。 

最後に、「④政策分野ごとのまとめ」として、総合計画において、６つに区分された政

策分野について、その大柱ごとの進捗度をグラフに表すとともに、成果や課題などにつ

いて記載しており、その内容は、施策評価シートをもとに、所管課・所管部で作成してい

る。 

 そのほかの内容として、資料２の２９ページに行政評価結果の活用と改善について記

載している。 

直近では、令和３年度から後期基本計画が開始したことを踏まえ、昨年度に実施した

評価から、行政評価シートの様式を見直している。 

 また、３０ページから３４ページまで、参考資料として、行政評価実施要綱、施策一

覧、施策評価シートの様式を掲載している。 
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説明は、以上である。 

 

（稲葉市長公室長） 

 本件については政策調整会議で審議をしている。 

政策調整会議の審議結果を報告する。 

まず、施策の進捗度を測る指標の中には、現実的に達成が難しいものがある。今の行政

評価の方法では、指標は極力変えないこととしているため、実態とかい離しているので

はないか。との質問に対し、第６次総合計画の策定を進めていく中で、行政評価のあり方

についても検討していくので、指標の見直し方法を含め、意見を聞きながら作り上げて

いきたいとの回答があった。 

次に、資料１のクロス集計の結果、施策の「公共施設の効果的・効率的な管理運営」の

進捗が芳しくないようだが、どのような点が理由で評価が低くなっているのか、資料か

ら読み取りづらいと思う。との意見に対し、施策評価シートのコメントの内容を参考に、

評価理由を追加するとの回答があった。 

結果として、指摘のあった内容について一部修正のうえ、庁議に諮ることとした。 

 

【質疑等】 

なし 

 

【結果】 

提案のとおり、決定する。 

 

 

 

【議題】 

２ 会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給（案） 

 

【説明】 

（担当課２：古瀬職員課長補佐兼給与厚生係長） 

会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給（案）について説明する。 

 まず、「１ 国の動向」についてである。 

 地方公務員における非常勤職員には、期末手当が支給できないなど、処遇上の課題が

あったため、平成２９年に地方公務員法及び地方自治法の改正により、令和２年４月か

ら会計年度任用職員制度が施行され、会計年度任用職員に対し期末手当の支給が可能と

なった。 

 勤勉手当の支給については、法改正時において、国の非常勤職員に支給が広まってい

なかったことなどを踏まえ、検討課題とされていたが、その後、国の非常勤職員に勤勉手

当が支給され、地方公共団体における会計年度任用職員についても期末手当の支給が定

着したことから、令和５年４月に地方自治法が改正され、会計年度任用職員に対する勤

勉手当の支給が可能となった。 

 次に、「２ 市の現状と今後の対応」についてである。 

 本市の会計年度任用職員については、条例に基づき、一定の支給要件を満たす者に対

して期末手当を支給しているが、勤勉手当については、条例に規定がなく、現在のところ

支給には至っていない。 

今回、全ての地方公共団体は、令和６年度から会計年度任用職員に対する勤勉手当の

支給開始に努めることが示されたことを踏まえ、本市においても令和６年度から常勤的
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な会計年度任用職員に対し、勤勉手当の支給を実施したいと考えている。 

次に、「３ 勤勉手当の支給概要」であるが、支給要件については、資料のとおりとし、

期末手当の支給要件と同様と考えている。 

次に、「４ 影響額」については、年間約１億５，０００万円を見込んでいる。 

次に、「５ 条例改正時期」については、地方自治法の規定により、予算と併せて条例

改正議案を提出する必要があることから、令和６年第１回市議会定例会での改正を予定

している。 

最後に、「６ 今後の検討課題」についてである。 

「（１）勤勉手当支給に伴う人事考課制度の見直し」だが、勤勉手当の支給に伴い、人

事考課の結果を適切に反映する必要があることから、これまで会計年度任用職員に対し

実施していなかった業績考課の導入やその対象範囲、考課の結果の反映などについて、

今後検討する必要がある。 

 また、「（２）勤勉手当支給に伴う影響に関する説明」については、勤勉手当支給に伴う

会計年度任用職員本人の収入増により、例えば、配偶者が加入する社会保険の扶養から

外れるなどの影響が生じることが想定されるため、適宜、通知等で説明していきたいと

考えている。 

 説明は以上である。 

 

（稲葉市長公室長） 

 本件については政策調整会議で審議をしている。 

政策調整会議の審議結果を報告する。 

まず、手当の支給に伴う所得の増加によって扶養から外れることを避けるため、退職

を希望する者が出た場合、早期に職員募集をかける必要がある。会計年度任用職員に対

する説明は、いつ頃行うのか。との質問に対し、この基本方針が固まり次第周知を行い、

年内には説明会を行う必要があると考えている。なお、指摘のとおり、扶養から外れるこ

とを理由とした退職者が出る可能性もあるため、各課における再度任用の事務は、例年

より早めに進めることが望ましいとの回答があった。 

次に、現在の職員を再度任用する上で、所得を扶養の範囲内とするためには勤務時間

数を減らすしかなく、そうなると常勤職員の業務負担が大きくなると思うが、このこと

について何か考えはあるか。との質問に対し、会計年度任用職員は、各所属が業務に応じ

て必要な人工を設定し任用しているという認識であり、所得を扶養の範囲内とするため

に勤務時間数を減らすことが適当であるかは明言できないが、勤務時間数を減らすだけ

ではなく、増やすことも含めて全体で考えることも必要ではないか。ただし、勤務時間を

増やすことにより、新たに、市に社会保険料の負担が生じることもあるため、その点も考

慮して判断をお願いしたいとの回答があった。 

次に、会計年度任用職員から相談があった場合に、個別の年収の見込額を示してもら

うことは可能か。との質問に対し、見込額を算定するための計算式を示したいと考えて

いるとの回答があった。 

次に、本件について、すでに法改正はされているため、制度変更があることを会計年度

任用職員に伝えても問題はないか。との質問に対し、市の方針としては決定していない

が、国でこのような動きがあるということは伝えてもらって構わないとの回答があった。 

次に、各会計年度任用職員が今後の働き方を考える時間を確保できるよう、早期に制

度変更について話せるようにし、可能であれば職員課による説明会という形で周知して

もらいたい。との要望に対し、この基本方針が決定した場合には、８月又は９月頃に通知

という形で決定した内容を全庁に示した上で、説明会についても、年内を目途に実施し

たいと考えている。補足として、予算が確定する３月にならないと条例が改正できず、改
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正までの間は未確定なものとしての説明しかできないが、全体への影響が非常に大きい

ため、先んじて方針を策定している。なお、今後最低賃金が上がる見込みがあり、示され

る最低賃金によっては、１０月から時給を上げる可能性があるため、そのような場合に

も、扶養の範囲内で働いている者に影響が出ることが考えられるとの回答があった。 

最後に、支給月数が資料に記載されていないため、常勤職員の場合の例を明記するこ

とはできないか。との質問に対し、指摘のとおり対応するとの回答があった。 

結果として、指摘のあった内容について一部修正のうえ、庁議に諮ることとした。 

 

【質疑等】 

なし 

 

【結果】 

提案のとおり、決定する。 

 

 

 

【議題】 

３ 朝霞市公共施設等マネジメント実施計画（第２期）策定方針 

 

【説明】 

（担当課３：奥田財産管理課長） 

朝霞市公共施設等マネジメント実施計画は、令和３年２月に策定されたもので、今年

度から第２期計画の策定に向け、改定作業を行う。 

今回、庁議の議題としたのは、同計画の対象範囲が、全庁に関わる分野であることか

ら、第２期計画策定の着手に先立ち、その策定方針などについて承認いただきたいと考

えたためである。 

第２期計画策定の方針は、資料４上段のとおり、３つの方針案を掲げている。 

まずは、現行の第１期計画の策定から２年程度しか経過していないことから、第１期

計画で示されている理念、目標、具体策及び進捗管理方法等は変更せず、第２期計画にお

いても、これら第１期計画の骨格を継承する。 

その上で、２つ目として、施設の改修計画について、第１期計画では改修計画の策定に

当たっての計算式が示されているが、その計算式も変更せず、過去の改修実績や施設の

利用率等の計算の基礎となる数値の入替えを行い、資料５にある改修の優先度総合評価

や、具体的な実施時期などを位置付けた改修計画の見直しを図る。 

そして、３つ目は、計画期間内においても随時改修計画を見直すための方策を検討し

ていくことである。 

次に策定体制だが、「①朝霞市公共施設等総合管理計画庁内検討委員会」と併せて、公

共施設を所管する課の実務担当者で組織する「②検討会議」を新たに立ち上げ、検討した

いと考えている。 

なお、市民からの意見の聴取として、パブリックコメントの実施を予定している。 

市民などの外部の方を交えた委員会を立ち上げも検討したが、本計画が実施計画レベ

ルの計画であること、第１期計画策定からまだ間もないこと、加えて計画の骨格には手

を付けないことを踏まえて、庁内による検討により策定作業を進めたいと考えている。 

次に、第２期計画策定の主なスケジュールだが、令和５年度と６年度にわたって作業

し、令和７年３月に完了する予定としている。 

また、作業の進捗や見直し状況などの策定過程を市ホームページに掲載し、情報の公
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開を随時行う予定である。 

最後に、配付している資料６、７だが、資料６の施設点検チェックシートは施設健全度

を、資料７の施設カルテは施設重要度を再評価する際に使用する資料で、それぞれ参考

として市庁舎のものを添付している。 

説明は以上である。 

 

（稲葉市長公室長） 

 本件については政策調整会議で審議をしている。 

政策調整会議の審議結果を報告する。 

まず、「第１期計画の骨格は変更せずに策定を進める」とはどのようなことか。との質

問に対し、主に、計画の中身として、目次などの構成を大きく変更しないということ。ま

た、施設点検や施設カルテの内容を踏まえて計画の策定をしていくという、第１期の策

定の手法を変更しないということであるとの回答があった。 

次に、骨格は変更しないとのことだが、策定を進める中で、改修する施設の優先順位を

変更する可能性はあるのか。との質問に対し、過去の実績や施設の利用状況等の数字を

機械的に更新し、その計算の結果として、順番を変更する可能性はあるとの回答があっ

た。 

次に、本計画に、学校施設を含める必要はないか。との質問に対し、学校施設は別物と

考え、連携しながら進めていくという捉え方をしているとの回答があった。 

次に、上下水道等のインフラ系設備はどのようになっているか。との質問に対し、本計

画と同等の個別計画があるため、含まれていないとの回答があった。 

最後に、上位計画である朝霞市公共施設等総合管理計画においては、公共施設の延床

面積を減らしていくという目標が示されているが、この計画における考え方はどのよう

なものか。との質問に対し、人口や施設の利用率が増えていっていることから、現時点で

は延床面積を減らすという考えはない。また、本計画は、老朽化している公共施設をどの

ように維持していくかという手法等についてのものであり、市としての政策的なものま

では含まれていないため、この計画内で示していくのは難しいと考えているとの回答が

あった。 

結果として、原案のとおり庁議に諮ることとした。 

 

【質疑等】 

なし 

 

【結果】 

提案のとおり、決定する。 

 

 

 

【議題】 

４ 令和５年第３回朝霞市議会定例会提出議案 

 

【説明】 

（須田総務部長） 

議案第３４号令和４年度（２０２２年度）朝霞市一般会計歳入歳出決算認定について

である。 

令和４年度の決算額は、歳入が５３８億４，３５７万３，０３６円となり、歳出は 
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５１０億１，４４０万６，０４６円で、歳入歳出差引残額は２８億２，９１６万 

６，９９０円となった。 

翌年度繰越額は、ここから継続費逓次繰越額、繰越明許費繰越額及び事故繰越し繰越

額を差し引いた、２５億７，４２６万９，３４１円である。 

歳入歳出の概要として、歳入について、市税は２４１億２，０９４万８，２１３円で、

歳入総額の４４．８パーセントを占めている。 

地方譲与税は、自動車重量譲与税などで２億２，６９４万５，０００円、地方消費税交

付金は３１億３，４１２万３，０００円の交付となっている。 

地方交付税は、普通交付税７億７，５９０万９，０００円、特別交付税１億７，５７７

万円が交付されている。 

分担金及び負担金は、保育園入園児童保護者負担金などで、５億７，０５２万 

６，６５４円となり、使用料及び手数料は、自転車等駐車場使用料や一般廃棄物処理手数

料などで、７億２，６５９万３，５５４円となっている。 

国庫支出金は、生活保護費負担金や子どものための教育・保育給付交付金、児童手当交

付金のほか、障害者自立支援給付費負担金などで、１２２億２，１９６万６，１４８円と

なっている。 

県支出金は、子どものための教育・保育給付費負担金、障害者自立支援給付費負担金を

はじめ、児童手当負担金、個人県民税徴収委託金などで、３４億２，９８４万９，５６３

円となっている。 

繰入金は、公共施設マネジメント基金や財政調整基金の繰入金などで、１５億 

８，１０８万３７６円となっている。 

繰越金は、前年度からの繰越事業に係る分を含めて、２９億３，９５７万３０１円と 

なっている。 

諸収入は、学校給食費受入金や資源ごみ売払代金のほか、指定管理料精算金などで、 

１３億５，５０５万３２２円となっている。 

市債は、中学校大規模改修事業債、ごみ処理施設改修事業債、臨時財政対策債など２１

件で、１５億４，２８９万７，０００円の借入れとなっている。 

次に、歳出について、議会費は、会議録調製等委託料などで、２億７，９８２万 

１，２２７円を支出し、総務費は、公共施設マネジメント基金積立金や住民情報システム

借上料、市民センターなどに係る指定管理料などで、６３億６，０３２万８，０５１円を

支出している。 

民生費は、介護給付・訓練等給付費負担金や児童手当を始め、子どものための教育・保

育給付負担金や生活保護費などで、２６４億２，６４４万３２０円を支出している。 

衛生費は、新型コロナウイルスワクチン接種委託料や各種個別予防接種委託料のほか、

ごみ焼却処理施設補修工事などで、４４億１，９４５万３，４３９円を支出している。 

労働費は、労働・社会保険相談業務委託料などで、１６７万２，８０７円を支出し、農

林水産業費は、市民農園管理委託料などで、６，８７２万５，５４６円を支出している。 

商工費は、あさか地域応援クーポン事業委託料やプレミアム付商品券事業費補助金の

ほか、産業文化センターの指定管理料などで、８億７，５２５万８２８円を支出してい

る。 

土木費は、自転車駐車場等指定管理料や道路用地購入費などのほか、下水道事業会計

負担金などで、３０億５，７８９万８，２４７円を支出している。 

消防費は、朝霞地区一部事務組合消防負担金や消防団詰所改築工事などで、１５億 

４，８５６万３，４０７円を支出している。 

教育費は、学校の給食賄材料費のほか、中学校体育施設整備工事や総合体育館などに

係る指定管理料などで、４５億４，８０２万４，９１１円を支出している。 
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公債費は、３１億２，８２２万６４１円を支出している。 

以上が歳出の主なものだが、この中には前年度からの繰越事業分も含まれている。 

 

（玄順こども・健康部次長兼保育課長） 

議案第３５号令和４年度（２０２２年度）朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

認定についてである。 

はじめに、国民健康保険の令和４年度末における加入者の状況だが、世帯数は、１万

５，９７５世帯、被保険者数は、２万２，６２４人となっており、前年度と比較し、世帯

数は６５６世帯、３．９４パーセントの減少で、被保険者数は１，２３１人、５．１６ 

パーセントの減少となった。 

次に、令和４年度の決算額は、歳入が、１１１億８，４５１万９，３２７円となり、歳

出は、１０９億９，５０５万３，３６１円で、歳入歳出差引残額は１億８，９４６万 

５，９６６円である。 

歳入歳出の概要として、歳入について、国民健康保険税は、２７億５０６万３，８４７

円で、歳入総額に占める割合は、２４．１９パーセントである。 

県支出金は、保険給付費等交付金で、７２億１，２３４万８，８０６円となり、繰入金

は、一般会計繰入金などで、９億６，７００万１，４６２円となり、繰越金は、その他繰

越金で、２億５，２３３万８，２７８円である。 

歳入全体では、前年度と比較すると、１．９１パーセントの減少となっている。 

歳出について、保険給付費は、療養給付事業や高額療養費支給事業などで、７０億 

７，８２０万１，０２１円となり、歳出総額に占める割合は、６４．３８パーセントであ

る。 

国民健康保険事業費納付金は、広域化にともない、３４億５，０７４万９，４７３円を

支出している。 

保健事業費は、特定健康診査等事業などで、１億４，９０６万６，６６９円となってお

り、基金積立金は、財政調整基金積立金などで、１億９，５９６万７８５円である。 

諸支出金は、償還金などで、７，２９８万１，０２１円となっている。 

歳出全体では、前年度と比較すると、１．３９パーセントの減少となっている。 

 

（佐藤福祉部長） 

議案第３６号令和４年度（２０２２年度）朝霞市介護保険特別会計歳入歳出決算認定

についてである。 

歳入決算額は、８６億４，５２２万２，４４３円となり、対前年比２．８９パーセント

の増で、歳出決算額は、８２億１，０８０万２，０５５円となり、対前年比１．５８パー

セントの増で、歳入歳出差引残額は、４億３，４４２万３８８円である。 

歳入の主なものとして、６５歳以上の第１号被保険者分として、１８億４，９３５万

４，５５０円となっている。 

国庫支出金は、介護給付費負担金などで、１７億７，８６９万３，０７４円、支払基金

交付金は、介護給付費交付金などで、２１億３５１万４，０００円、県支出金は、介護給

付費負担金などで、１２億３，９１７万５，６５４円、繰入金は、一般会計繰入金などで、

１３億５，４５７万２，８００円となっている。 

次に、歳出であるが、総務費は、賦課徴収事業や介護認定審査事業などで、１億１６９

万９，１３７円となっている。 

保険給付費は、主なものとして、居宅介護等サービス給付費負担金や施設介護サービ

ス給付費負担金などで、７３億３，８５３万４，３７１円となっている。 

地域支援事業費は、介護予防生活支援サービス事業や、一般介護予防事業などで、４億
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２，１５７万４，２７０円となっている。 

基金積立金は、介護保険保険給付費支払基金積立金などで、１億５，１９５万 

１，４８５円となっている。 

 最後に、第１号被保険者数では、令和５年３月３１日現在２万８，２１１人となり、対

前年度比、１２４人、０．４４パーセント増加している。 

また、要介護、要支援認定者数は、令和５年３月３１日現在４，９５９人となり、対前

年度比、２人、０．０４パーセントの減少となっている。 

 

（玄順こども・健康部次長兼保育課長） 

議案第３７号令和４年度（２０２２年度）朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決

算認定についてである。 

はじめに、令和４年度末における被保険者数の状況であるが、埼玉県後期高齢者医療

広域連合の報告によると、１万４，８３０人となり、前年度末と比較し、６３０人、 

４．４４パーセントの増加となった。 

次に、令和４年度の決算額は、歳入が、１５億２，６５９万８，５４５円となり、歳出

は、１５億１，８２０万９，４７９円で、歳入歳出差引残額は、８３８万９，０６６円で

ある。 

歳入歳出の概要として、歳入について、後期高齢者医療保険料は、１２億７，５９２万

９，７００円、繰入金は、事務費繰入金と保険基盤安定繰入金で、２億４，１５６万 

２４８円、繰越金は、前年度繰越金で、２０５万９，８８１円となっている。 

次に、歳出について、総務費は、一般管理事務費と徴収事業で、２，１３９万２３０円、

後期高齢者医療広域連合納付金は、後期高齢者医療広域連合納付事業で、１４億 

９，３７０万４，０９８円、諸支出金は、保険料還付事業などで、３１１万５，１５１円

を支出している。 

 

（益田上下水道部長） 

議案第３８号令和４年度（２０２２年度）朝霞市水道事業会計剰余金の処分及び決算

の認定についてである。 

はじめに、業務の状況であるが、令和４年度末の給水戸数は、６万９，０３５戸で、普

及率は、１００パーセントである。 

年間総給水量は、１，５２０万６，４６０立方メートルで、このうち県水受水量は、 

１，１３７万３，６４２立方メートルで、受水率は、７４．８パーセントである。 

また、年間総有収水量は、１，４３５万７，２９３立方メートルである。 

次に、令和４年度の決算の概要だが、まず、収益的収入及び支出について、収益的収入

は、２７億１，０６５万７３７円で、主なものは、収入総額の７５．４パーセントを占め

る水道料金のほか、水道利用加入金などである。 

収益的支出は、２２億２，８０６万９，７４３円で、主なものは、県水受水費のほか、

職員人件費、委託料、修繕費、減価償却費などである。 

収益的収支の差引金額は、４億８，２５８万９９４円である。 

次に、資本的収入及び支出についてだが、資本的収入は、５億５，４６１万９，９８８

円で、主なものは、企業債である。 

資本的支出は、１５億４，７５５万４，３０６円で、主なものは、建設改良費で、令和

３年度から令和４年度までの継続事業で行った、岡浄水場計装設備更新工事のほか、水

道施設耐震化事業、老朽管更新及び水圧不足改善事業などである。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する９億９，２９３万４，３１８円に

ついては、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、当年度分損益勘定留保資
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金、減債積立金及び建設改良積立金で補てんした。 

次に、剰余金の処分については、当年度未処分利益剰余金のうち、４億９，３３４万

２，０９０円を資本金へ組み入れ、減債積立金に１億９，７１６万４，５００円、建設改

良積立金に１億９，７１６万５，３９３円を積み立てる案とした。 

 

（益田上下水道部長） 

議案第３９号令和４年度（２０２２年度）朝霞市下水道事業会計剰余金の処分及び決

算の認定についてである。 

はじめに、業務の状況であるが、令和４年度末の汚水処理戸数は、６万６，８３５戸で

ある。 

年間汚水処理水量は、１，７０５万１，０１２立方メートルである。 

また、年間総有収水量は、１，４２８万８，８５５立方メートルである。 

次に、令和４年度の決算の概要だが、まず、収益的収入及び支出について、収益的収入

は、２０億６，８７５万５，９９７円で、主なものは、収入総額の４６．９パーセントを

占める下水道使用料のほか、一般会計から繰り入れる雨水処理負担金などである。 

収益的支出は、１８億１，２８７万８，７４６円で、主なものは、職員人件費のほか、

委託料、修繕費、荒川右岸流域下水道維持管理負担金、減価償却費などである。 

収益的収支の差引金額は、２億５，５８７万７，２５１円である。 

次に、資本的収入及び支出についてだが、資本的収入は、４億８，１１７万７，４００

円で、主なものは、企業債、国庫補助金などである。 

資本的支出は、６億８，５０２万９，７０２円で、主なものは、建設改良費で、支線７

号線他下水工事などの汚水整備事業のほか、大字溝沼地内調整池築造工事などの雨水整

備事業である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する２億３８５万２，３０２円につ

いては、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金

などで補てんした。 

次に、剰余金の処分については、当年度未処分利益剰余金のうち、１億１，６２８万

４，０００円を減債積立金に、１億１，６２８万４，５６４円を建設改良積立金に積み立

てる案とした。 

 

（須田総務部長） 

議案第４０号令和５年度（２０２３年度）朝霞市一般会計補正予算第３号である。 

増額、３６億６，２１０万６，０００円で、累計額、５４３億２３万１，０００円と 

なっている。 

歳入歳出の概要として、歳入について、地方特例交付金は、交付額の確定により、 

６５２万円減額している。 

地方交付税は、普通交付税の算定結果にともない、３億７，２６５万５，０００円減額

している。 

分担金及び負担金は、赤野毛排水機場改修工事の増額にともない、２，５３１万 

３，０００円増額している。 

国庫支出金は、社会資本整備総合交付金などを減額する一方、障害児入所給付費等負

担金などを増額することにより、１億３，７４４万８，０００円増額している。 

県支出金は、早期不妊治療費助成事業補助金を減額する一方、新たに保育所等物価高

騰対策給付事業補助金を計上するほか、障害児入所給付費等負担金などを増額すること

により、７，８１０万４，０００円増額している。 

財産収入は、新たに土地開発公社解散残余金を計上するほか、自動販売機用敷地貸付
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料を増額することにより、１，０４８万１，０００円増額している。 

寄附金は、総務費寄附金を１，０９３万円増額するほか、新たに民生費寄附金を３０万

円計上している。 

繰入金は、令和４年度決算にともない、介護保険特別会計などの精算金を繰り入れる

ほか、財政調整基金繰入金などを増額し、１３億５，４５９万８，０００円増額してい

る。 

繰越金は、令和４年度決算にともない、前年度繰越金を２１億２，４２６万９，０００

円増額している。 

諸収入は、国・県支出金過年度収入や各種施設の指定管理料精算金を計上することに

より、１億３，５２４万１，０００円増額している。 

市債は、臨時財政対策債などを減額する一方、新たに武道館施設改修事業債を計上す

るほか、橋梁改修事業債などを増額することにより、１億６，４５９万７，０００円増額

している。 

次に、歳出について、人件費補正では、職員等の人事異動等にともなう補正額を計上し

ている。 

人件費を除いた概要として、総務費は、新たに排水ポンプ更新工事を計上するほか、財

政調整基金や公共施設マネジメント基金へ積み立てることなどにより、１８億 

３，４２６万７，０００円増額している。 

民生費は、新たに保育所等物価高騰対策給付事業補助金を計上するほか、介護給付・訓

練等給付費負担金や介護保険特別会計の繰出金などを増額することにより、８億 

１，４８３万３，０００円増額している。 

衛生費は、水道事業会計において、水道料金の負担軽減を行うことにともない、新たに

水道事業会計補助金を計上するほか、クリーンセンターの光熱水費などを増額すること

により、４億１，８１６万１，０００円増額している。 

商工費は、ふるさと納税に係る経費を増額することなどにより、１，４０３万 

７，０００円増額している。 

土木費は、新たにナラ枯れ被害等による枯損木伐採工事を計上するほか、水路改修工

事を増額することなどにより、２億２，９１５万円増額している。 

教育費は、新たに武道館施設改修工事に係る経費を計上するほか、小・中学校における

タブレット端末修理のための備品修繕料などを増額することにより、３億８，５２６万

５，０００円増額している。 

公債費は、借入額の確定にともない、３，４５９万９，０００円減額している。 

次に、継続費補正は、新たに武道館施設改修事業を追加するものである。 

繰越明許費は、ごみ焼却処理施設補修事業など４事業について、年度内に完了するこ

とが困難なため、翌年度に繰り越すものである。 

債務負担行為補正については、議長車等運行業務事業など５事業について、来年度以

降に、滞りなく事業を執行するため、設定するものである。 

地方債補正は、新たに武道館施設改修事業を追加するほか、橋梁改修事業や臨時財政

対策債など７件の地方債について、借入限度額の変更を行うものである。 

 

（玄順こども・健康部次長兼保育課長） 

議案第４１号令和５年度（２０２３年度）朝霞市国民健康保険特別会計補正予算第１

号である。 

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１億９，９７０万円の増額で、これを含めた累計額

は、１１３億２７６万１，０００円となっている。 

歳入歳出の概要として、歳入について、国民健康保険税は、調定額及び収納率の見込み
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により、１億１，１９４万３，０００円減額している。 

国庫支出金は、新たに出産育児一時金臨時補助金として、５０万円を増額している。 

県支出金は、保険給付費の増加を見込み、普通交付金を１億９，０９８万９，０００円

増額している。 

繰入金は、この補正予算における歳入歳出の差し引き額を財政調整基金から繰り入れ

る基金繰入金として、３，０６８万９，０００円増額している。 

繰越金は、前年度決算額の確定により、８，９４６万５，０００円増額している。 

次に、歳出について、保険給付費は、一般被保険者療養給付費及び一般被保険者高額療

養費の増加を見込み、１億９，０９８万９，０００円増額している。 

諸支出金は、一般被保険者保険税還付金の増加を見込み、８７１万１，０００円を増額

している。 

 

（佐藤福祉部長） 

議案第４２号令和５年度（２０２３年度）朝霞市介護保険特別会計補正予算第１号で

ある。 

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ４億４，２５０万２，０００円の増額で、これを含

めた累計額は、８９億４，７６２万５，０００円となっている。 

歳入歳出の概要として、歳入について、繰入金は、一般会計繰入金として、地域支援事

業繰入金、その他繰入金、低所得者保険料軽減繰入金で合計７７１万円増額するもので

ある。 

繰越金は、前年度決算額の確定により、４億３，４４１万９，０００円増額するもので

ある。 

次に、歳出について、基金積立金は、介護保険保険給付費支払基金積立金を、前年度決

算の確定にともない、１億１，３６４万５，０００円を増額する。 

諸支出金は、前年度決算の確定にともなう国、県、支払基金への返還金及び一般会計繰

出金で、３億２，７３９万６，０００円増額するものである。 

 

（玄順こども・健康部次長兼保育課長） 

議案第４３号令和５年度（２０２３年度）朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算第

１号である。 

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ８３８万８，０００円の増額で、これを含めた累計

額は、１６億５，１９０万３，０００円となっている。 

歳入歳出の概要として、歳入について、繰越金は、前年度決算額の確定により、前年度

繰越金として、８３８万８，０００円を増額するものである。 

次に、歳出について、後期高齢者医療広域連合納付金は、令和４年度の出納整理期間分

の後期高齢者医療保険料として、１６１万７，０００円、諸支出金は、一般会計繰出金と

して、６７７万１，０００円をそれぞれ増額するものである。 

 

（益田上下水道部長） 

議案第４４号令和５年度（２０２３年度）朝霞市水道事業会計補正予算第１号である。 

今回の補正予算は、物価高騰による水道使用者の経済的な負担を軽減するため、水道

使用者に対して、基本料金の２分の１について減額を行うもの及び職員の人事異動にと

もない行うものである。 

補正の概要として、収益的収入については、水道料金の減額にともない、給水収益１億

１６５万２，０００円を減額し、営業外収益の他会計補助金を１億２５３万２，０００円

増額するものである。 
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次に、収益的支出は、業務費の電算システム改修委託料を４９万５，０００円、印刷製

本費を３８万５，０００円増額するものである。 

次に、資本的支出であるが、資本勘定支弁職員の給与費を３６４万２，０００円増額す

るものである。 

なお、資本的支出の増額にともなう資本的収支の不足額は、建設改良積立金で補てん

するものである。 

 

（益田上下水道部長） 

議案第４５号令和５年度（２０２３年度）朝霞市下水道事業会計補正予算第１号であ

る。 

今回の補正予算は、職員の人事異動にともなう補正及び事業期間の延長にともなう継

続費の変更である。 

補正の概要として、資本的支出だが、資本勘定支弁職員の給与費を３１５万円増額す

るものである。 

なお、資本的支出の増額にともなう資本的収支の不足額は、当年度分損益勘定留保資

金で補てんするものである。 

次に、令和５年度から令和６年度までの２か年の継続事業である大字溝沼地内ポンプ

場建設事業について、適正な工期を確保するため、事業期間を令和５年度から令和７年

度までの３か年に延長し、併せて事業費の年割額を変更するものである。 

 

（清水市民環境部長） 

議案第４６号朝霞市印鑑条例の一部を改正する条例である。 

改正内容については、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に

関する法律が一部改正されたことにともない、キオスク端末機による印鑑登録証明書の

交付について、スマートフォンに搭載した利用者証明用電子証明書の使用を追加するも

のである。 

なお、この改正については、規則で定める日から施行したいと考えている。 

 

（稲葉市長公室長） 

議案第４７号朝霞市職員定数条例の一部を改正する条例である。 

改正内容については、（仮称）福祉等複合施設や４市共用火葬場設置などに対応する必

要があることから、市長の事務部局の職員定数を６３０人から６４３人に１３人増員し、

一方、教育委員会の事務部局については、定数が実数を大きく上回っていることから、実

態に合わせ、教育委員会の事務部局の職員定数を１３８人から１２５人に１３人減員す

るもので、市全体の職員定数の８３０人に変更はない。 

なお、この改正については、公布の日から施行したいと考えている。 

 

（須田総務部長） 

議案第４８号朝霞市税条例の一部を改正する条例である。 

主な改正内容については、地方税法等の一部を改正する法律の施行にともない、個人

市民税では、森林環境税の導入にともなう見直しのほか、前年と異動のない給与所得者

の扶養親族等申告書を簡素化する見直しを行うものである。 

軽自動車税では、燃費等の不正により生じた納付不足額に対する加算額の割合を変更

するものである。 

なお、これらの改正のうち、個人市民税に係る改正は令和６年１月１日及び令和７年

１月１日から、軽自動車税に係る改正は令和６年１月１日から施行したいと考えている。 
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（山崎都市建設部長） 

議案第４９号朝霞市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例である。 

改正内容については、駅前広場やシンボルロード等、公共空間の利活用の推進のため、

一部の占用物件について日割で徴収できる規定を追加するなど占用料の見直しを図るも

のである。 

なお、この改正については、令和６年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（野口学校教育部長） 

議案第５０号工事請負契約の締結についてである。 

工事名は、朝霞第九小学校校舎増築工事である。 

工事の概要については、朝霞第九小学校敷地内に校舎を増築するものである。 

入札の経過については、７月１３日に入札参加要件を定めた一般競争入札を行ったと

ころ、３者が応札し、その結果、三光建設株式会社が、税抜き８億６，２４７万円で落札

した。 

ついては、三光建設株式会社と請負契約を締結したく、提案した次第である。 

 

（玄順こども・健康部次長兼保育課長） 

議案第５１号指定管理者の指定についてである。 

朝霞市健康増進センターの管理に関し、指定管理者として株式会社明治スポーツプラ

ザを指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するも

のである。 

なお、選定に至る経緯だが、公募により３事業者が申請し、福祉部、こども・健康部幹

事会で書類審査、プレゼンテーション、評価を行い、その後、朝霞市指定管理者選定委員

会で候補者を選定したものである。 

 

（須田総務部長） 

議案第５２号人権擁護委員候補者の推薦に関する意見を求めることについてである。 

朝霞市推薦の人権擁護委員のうち、１名の任期が令和５年１２月３１日をもって満了

となるため、新たな委員として、釜井順子氏を推薦するものである。 

 

（野口学校教育部長） 

議案第５３号教育委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の教育委員会委員のうち、上野正道氏の任期が令和５年９月３０日をもって満了と

なるが、同氏を再び委員に任命したく、ここに提案する次第である。 

 

（野口学校教育部長） 

議案第５４号教育委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の教育委員会委員のうち、森島史枝氏の任期が令和５年９月３０日をもって満了と

なるが、同氏を再び委員に任命したく、ここに提案する次第である。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

提案のとおり、決定する。 
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【閉会】 

 

 

 


